
   

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

龍ケ崎市商工会（法人番号 6050005007708） 

龍ケ崎市（地方公共団体コード 082082） 

実施期間 令和６年４月１日～令和１１年３月３１日 

目標 

経営発支援事業の目標 

①小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続を実現 

②小規模事業者のデジタル化利活用による売上向上・業務効率化の実現 

③起業支援および事業承継支援による地区内小規模事業者の維持 

④小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題を設定した上で、地域経 

 済を支える小規模事業者の力を引き出し、地域全体での持続的発展の取組み 

 へ繋げる 

事業内容 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

３．地域の経済動向調査に関すること 

 ①地域の経済動向分析（国が提供するビッグデータの活用） 

４．需要動向調査に関すること 

①地域ブランド品開発に伴う需要動向調査 

②新商品・新サー ス開発に伴う需要動向調査 

５．経営状況の分析に関すること 

①経営指導員巡回時などにおける経営分析の実施 

②経営分析の内容（財務・非財務・SWOT分析など） 

６．事業計画策定支援に関すること 

①ＤＸセミナーの開催 

②事業計画策定セミナーと個別相談会開催等による事業計画策定支援 

③Ｍａｔｃｈ創業スクールの開催 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

 ①事業計画策定事業者フォローアップ 

 ②創業計画策定事業者フォローアップ 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

①物産展・イベント等出展支援(ＢtoＣ) 

②展示・商談会出展支援（ＢtoＢ） 

③ＳＮＳを活用した情報発信 

④ＥＣサイト利用 

⑤ネットショップ開設 

連絡先 

龍ケ崎市商工会 

〒301-0012 茨城県龍ケ崎市上町 4264-1 

℡：0297-62-1444 FAX：0297-64-0645 E-mail ryunet@ryugasaki.or.jp 

龍ケ崎市 市民経済部 商工観光課 

〒301-8611 茨城県龍ケ崎市 3710番地 

℡：0297-64-1111 FAX：0297-60-1584 E-mail syouko@city.ryugasaki.lg.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１．目標 

（１）地域の現状及び課題 

①現状 

【当市の位置および都市構造】 

 当市は、茨城県南部、東京の北東約４５㎞、筑波研究学園都市の南約２０㎞、成田国際空港の北西

約２０㎞に位置し、東西約１２㎞、南北約９㎞の市で、面積は７８．５９㎢となっている。西部に牛

久沼があり、白鳥が集う自然豊かな環境を保ち、北部は関東ロームの堆積する稲敷台地で、首都圏５

０㎞圏内という地理的条件から竜ケ崎ニュータウンやつくばの里工業団地等の開発による都市化が

著しく、南部は利根川と小貝川によって形成された沖積平野で、豊かな水田地帯が広がっている。 

 

 当市は、以下の４つの市街地から構成されている。 

  ○龍ケ崎地区：関東鉄道竜ケ崎駅を中心とした市街地 

  ○佐貫地区 ：ＪＲ常磐線龍ケ崎市駅を中心とした市街地 

  ○北竜台地区：昭和５２年からの特定土地区画整理事業で整備され、竜ケ崎ニュータウンの西側

の地区として形成 

  ○龍ヶ岡地区：昭和５２年からの特定土地区画整理事業で整備され、竜ケ崎ニュータウンの東側

の地区として形成 

 なお、龍ケ崎市全域が龍ケ崎市商工会の管轄地域となる。 
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【地域資源】 

１．牛久沼 

全域が龍ケ崎市の牛久沼は、周囲２５．５キロの細長い沼である。湖畔の水辺公園では、コスモス

や四季おりおりの花が目を楽しませてくれ、白鳥を間近で見ることができるふれあいスペースやせせ

らぎ、多目的グラウンドを備えている。牛久沼は、ヘラブナや、ブラックバス・ワカサギ・ウナギ・

鯉など色々な種類の魚釣りが楽しめることから、最近は、ブラックバスの釣り場として有名になり、

連日多くの釣り客が訪れている。 

 

２．龍ケ崎コロッケ 

中心市街地に元気と活気を呼び戻そうと、商工会女性部有志が「まいんコロッケ」を考案し、平成

１３年７月から毎月第一日曜日に「にぎわい広場」で開催されている「まいんバザール」で売り出し

たところ、一躍「コロッケでまちおこし」へと発展。マスコミ等でも取り上げられ、今や市内外の人々

に広く知れ渡るなど、中心市街地活性化の一役を担っている。また、この活動に市内２５店舗の飲食

店などが加盟し、「コロッケクラブ龍ケ崎」が創設され，現在も積極的な活動を展開している。 

 

【観光資源】 

１．撞舞 

 高さ１４ｍで繰り広げられる伝統の「撞舞」は、国選択・県指定無形民俗文化財に指定されており、

約４５０年の歴史を誇る当市の伝統芸能である。 

 

【地域の特徴】 

１.大学との連携 

 当市と流通経済大学とでは、「龍ケ崎市と流通経済大学との連携に関する協定」を締結し、教育・

文化・スポーツ・産業・まちづくりなど、様々な分野にわたって連携し、まちの活性化と大学教育の

向上に資する、他の自治体ではなかなか取り組むことができない、創造性があり、特徴的な取組を

「龍・流連携事業」として展開している。 

 

 

【交通体系】 

○当市の交通体系として、市の北側にある「首都圏中央連絡自動車道」は、横浜・厚木・八王子・ 

つくば・成田・木更津・東京湾アクアライン・東京外郭道路等と一体となる首都圏の広域的な幹線 

道路網が形成され、今後の流通の活性化が期待されている。市の西側には「国道６号」、北側には 

「国道４０８号」が整備されている。近隣市町村を結ぶ主要地方道や一般道は、東西の移動に「竜 

ケ崎潮来線」「河内竜ケ崎線」、南北方向に「千葉竜ケ崎線」「土浦竜ケ崎線」がある。 

市内の公共交通としては、鉄道・路線バス・コミュニティバス・乗合タクシーが運行している。 

○鉄道については、ＪＲ常磐線と関東鉄道竜ヶ崎線の２路線が運行しており、ＪＲ常磐線龍ケ崎市駅

で連絡している。運行本数は、ＪＲ常磐線では上下１３７本/日（平日）運行しており、朝夕の通

勤・通学時間帯は特急も停車する。関東鉄道竜ヶ崎線では上下８０本/日が運行している。ＪＲ常

磐線龍ケ崎市駅における乗車人員は減少を続けている。一方、関東鉄道竜ヶ崎線の年間利用者数は、

平成２３年までは減少していたが、それ以降は概ね横ばいとなっている。 

○バス交通網は、ＪＲ常磐線龍ケ崎市駅が起点となり、主にニュータウン地区を行き来する民間の路

線バスや、市の主要な施設等を経由する循環ルートと各地区を往復運航する五つのルートで構成す

るコミュニティバスがあり、市民の身近な移動手段として利用されている。 

○自宅から目的地まで運行する乗合タクシーは、バス停留所までの移動が困難な方や高齢者などの貴 

重な移動手段として活用されている。 
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【人口推移】 

(人口・世帯の推移) 

 当市の人口は、竜ケ崎ニュータウンの初期分譲が開始された昭和５５年以降大きな伸びをみせ、平 

成２２年の８０，３３４人をピークに減少傾向にある。また、出生数の低下及び平均寿命の伸長など 

による少子化や高齢化とともに、核家族化も進行していることから、世帯数は微増の傾向が続いてい 

る。 

 今後もこの傾向が続くと想定した場合、当市の人口は、２０３０年には６０，１０４人、２０６５ 

年には３７，１１０人程度まで減少すると予測されている。こうした状況を鑑み、市では『龍ケ崎み 

らい創造ビジョン for２０３０』を策定し、その中で２０３０年の目標人口７２，０００人を掲げ、 

人口減少に歯止めをかけるための様々な取組を実施してる。 

 

○人口・世帯数の推移 

（各年１０月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「令和４年統計りゅうがさき」よりデータ抜粋(国勢調査・常住人口調査) 

 

 

年齢３区分人口(年少人口・生産年齢人口・老年人口)に着目すると、年少人口(１５歳未満)と生産 

年齢人口(１５歳以上６５歳未満)が減少している一方で、老年人口(６５歳以上)が着実に増加し続け 

ており、変化に対応しながら豊かな生活を送ることができる地域社会を形成していくことが求められ 

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「令和４年統計りゅうがさき」よりデータ抜粋(国勢調査) 

 

年 世帯数 人口総数

平成22年 30,092 80,334

平成24年 30,622 79,570

平成26年 31,424 78,945

平成28年 30,811 77,894

平成30年 31,515 77,078

令和2年 32,158 76,420

令和4年 32,843 75,605
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がある。時代のニーズに即した、新たな地域資源の掘り起こしと活用が必要となっている。 

 地域の特徴でもある流通経済大学との連携により、市民にとって魅力のある「龍・流連携事業」が 

展開されているが、市民の認知度は約３６％となっており、さらなる認知度向上を図り、当事業への 

市民参加など促進していく必要がある。 

当市の人口は近年、横ばいで推移している。一方、今後を見据えると、人口減少局面に突入するこ 

とが予測されており、小規模事業者においても人口減少による消費の減衰への対応が課題となる。 

 さらに、年齢３区分別人口でみると、平均年齢（高齢化率）が上がり、消費構造が変化していくこ 

とから、この変化への対応が課題となる。また、生産年齢人口の減少が見込まれ、働き手不足が予測 

されることから、デジタル化などによる生産性の向上が課題となる。 

 業種別の事業者数の推移をみると、平成２８年の事業者数２，４９１社、令和３年事業者数２，３

３５社であり、４年間で６．９％減少しており、卸・小売業、宿泊・飲食業の減少割合が高くなって

いる。また、製造業は１社あたりの従業員数が最も多く、地域内の雇用創出を促進していることから、

新たな工業団地と企業誘致を推進することが課題となっている。 

業種別の課題をみると、①新規顧客獲得による売上増加、②経営環境の変化に対応したビジネスモ

デルの転換、③競合に勝つため、または原材料価格高騰に対応するための高付加価値化、④ＤＸ（デ

ジタルトランスフォーメーション）等のデジタル化対応、⑤事業承継などが課題となっている。 

 当市は、龍ケ崎、佐貫、北竜台、龍ヶ岡の 4つの住宅系市街地で形成されており、旧来より商業の

中心として栄えてきた当市の中心市街地全体の活性化を図っていくことが課題となっている。 

 

 

(２)小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

 

① １０年程度の期間を見据えて 

 当市の現状をみると、人口が横ばいで推移するなど、市内の小規模事業者は比較的安定した経営環 

境の中で展開してきたといえる。一方、今後の１０年程度の期間を見据えると人口減少局面に突入し、 

さらに、少子高齢化が加速することが予測されている。 

 小規模事業者が今後も持続的経営を行うためには、「事業者が自社の強み・弱みを把握し、何をす 

べきか考え行動すること」が重要となる。これを実現するには、①事業者自身が自社の強み・弱み等 

の経営状況を把握する、②経営環境の変化を捉え、その中で自社の強みを活かしてどのような方向性 

で経営を進めるのかを考える、③考えを事業計画にまとめ事業計画に沿って実行することが必要とな 

る。そこで、当会では、小規模事業者がこれらの取り組みを実行できている姿を、１０年後の小規模 

事業者のあるべき姿と定め、小規模事業者の経営基盤の強化を実現するため重点的な支援を実施する。 

 加えて、当市の小規模事業者はデジタル化対応が十分ではないという側面がある。現在、ＩＴに囲 

まれ育った若年層がメイン購買層にシフトした時、自身の事業所が選ばれ、あたりまえに利用される 

店舗であり続けるためには、ＤＸを視野に入れた環境整備を地域に浸透させることが非常に重要にな 

る。 

 

②龍ケ崎市産業方針との連動性・整合性 

龍ケ崎市では、将来に向けて目指していく方向性・ビジョンとして「笑顔が続く 幸せが続く 住 

み続けたくなるまち 龍ケ崎」を最上位計画に掲げた各種施策を展開している。その中で商工業の振

興策として、「商工業・サービス業の振興と中小企業への支援」「創業起業への支援」を進めていくこ

とを示している。 

 このような方針を踏まえ、当会では、経営発達支援計画に基づく事業計画策定(経営環境の変化に

合わせた事業計画策定支援)セミナーや、個別相談会といった個々の事業者支援に加え、専門家と連

携した高度な相談対応等によって、小規模事業者の経営基盤の強化を促進する。 

創業起業支援に関しては、市商工観光課と連携し、創業予定者に対し、創業セミナー等を通じたビ

ジネスプランの策定支援や起業者に対し龍ケ崎市創業促進事業補助金申請について支援を行い、地域

小規模事業者の維持拡大を図る。    
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③商工会としての役割 

 当会は、地域唯一の経済団体として、経営改善普及事業を実施し、小規模事業者をはじめ中小企業 

者等の経営支援を行ってきた。また、行政等関係機関と連携しながら、地域総合振興事業を実施し、 

当地域における地域振興支援を行ってきた。 

 これまでは、地域総合振興事業を通じた集団的・面的支援に赴きを置いていたが、平成２６年６月 

に小規模企業振興基本法が施行されたことを契機に、今後は、経営改善普及事業とともに経営発達支 

援事業を通じて個社支援の充実を図り、本計画に盛り込んだ「新たな需要の開拓に寄与する事業」を 

意識して地域振興事業を行っていく。 

 小規模事業者が潜在的に持っている力を引き出し持続的発展につなげるには、事業者との対話と傾 

聴が欠かせず、これを基に様々な経営分析・経営支援ツールを活用し、経営革新計画等の事業計画作 

成支援・フォローアップを行い、事業者自身が「何をすべきか考え行動すること」につながる伴走型 

支援を行っていく。 

  

（３）経営発達支援事業の目標 

 当会は、上記の「（１）当地区の現状及び課題」「（２）小規模事業者に対する長期的な振興の在り 

方」を考慮し、経営発達支援計画の目標を下記のとおり設定した。 

①小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続を実現 

②小規模事業者のデジタル化利活用による売上向上・業務効率化の実現 

③起業支援および事業承継支援による地区内小規模事業者の維持 

④小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題を設定した上で、地域経済を支える小規模事 

業者の力を引き出し、地域全体での持続的発展の取組みへ繋げる 

 以上の目標を掲げ、小規模事業者の支援に取り組むことで、小規模事業者の経営基盤が安定し事業

を継続する事業者が増えることにより、地域の雇用が維持され、地域で暮らす人々が安心して生活で

きる環境の創出に繋げることを地域への裨益目標とする。 

 

 

経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 
 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和６年４月１日～令和１１年３月３１日） 

 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

 

①小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続を実現 

 目まぐるしい環境変化に対応し、業務改善をはかっていくには、財務データ・経営分析等から見え

る表面的な経営課題ではなく、事業者との対話と傾聴を通じて経営の本質的な課題を事業者自らが認

識することに重点をおき、本質的課題を反映させた事業計画策定支援を行う。 

 将来的な自走化を目指し、多様な課題解決ツールの活用提案を行いながら、事業者が深い納得感と

当事者意識をもち、自らが実行支援していくための支援を行う。また、事業計画策定時や策定後にお

いて、必要に応じて専門家を派遣し、計画策定や策定後のフォローアップを実施する。 

 

②小規模事業者のデジタル化利活用による売上向上・業務効率化の実現 

 小規模事業者のデジタル化利活用を推進するために、事業計画策定に意欲的な事業者に経営指導員

等が支援を行うだけではなく、デジタル化（ＤＸ）をテーマとしたセミナーやＩＴ専門家派遣を実施

する。また、ＩＴを活用した情報発信による販売促進を志向する事業者に対しては、経営指導員やＩ

Ｔ専門家によるハンズオン支援を実施し、売上拡大が実現するまで伴走型で支援を実施する。これら
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 具体的には、小規模事業者に対して、経営分析に取り組むことの重要性を説明するとともに、経営

分析に取り組み成果を得られた事業者の具体例をまとめた資料を作成・配布する。また、分析に必

要な基礎データ(事業内容・店舗規模・従業員数など)については、チェックリストを作成し、漏れ

がないように収集する。事業者の非財務分析については、対話を通じて内部環境における「強み」 

 「弱み」「機会」「脅威」を整理する。 

 

 ②経営分析の内容 

  事業規模や業種により内容は異なるが、概ね下記の項目を分析する。 

 【対象者】 

   巡回・金融相談・確定申告・各種セミナー開催時などの参加者 

 【分析項目】 

   財務分析：売上高・売上総利益・営業利益・利益率・損益分岐点売上高 など 

   非財務分析：ＳＷＯＴ分析（強み・弱み・機会・脅威）・競合・仕入先など 

 【分析手法】 

   経済産業省の「ローカルベンチマーク」、中小機構の「経営計画つくるくん」などのソフトを

活用し、経営指導員が分析を行う。また、分析の内容が多岐にわたる場合や事業特性を考慮しな

ければならない場合などにおいては専門家(中小企業診断士など)の支援を依頼する。 

 

(４)分析結果の活用 

   分析結果については、当該事業者に提供し、事業者の「経営状況の把握」「問題点・課題の整

理」「事業の方向性の明確化」に役立てるとともに、事業計画策定支援における基礎資料として

活用する。また、各データは事業所ごとに整理・保管し、データベースとして共有することによ

り、経営指導員等のスキルアップに活用する。 

 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

 
(１)現状と課題 

事業計画策定支援に関しては、マル経などの金融支援や各種補助金の申請書作成時においてのみ策

定支援を行っている。一方、当会地区の小規模事業者においても、定期的に事業計画を作成している

事業者はほとんど無く、作成の意義や作成方法について知らない事業者も多い。 

今後は、必要な時にだけ事業計画を作成するのではなく、継続的に事業計画を策定する事業者を積 

極的に発掘し、実現可能性の高い事業計画の策定を支援することが課題となる。そのためには、小規

模事業者に事業計画策定の意義や必要性を理解してもらう仕組みづくりが必要となる。 

また、変化する事業環境に対応するため「デジタル化・ＩＴを活用した事業変革（ＤＸ）」に取り 

組まなければならない事業者も多い。そのような事業者に対しての支援も課題となる。 

 

(２)支援に対する考え方 

最初に、事業計画の作成の意義や作成方法について小規模事業者に理解してもらう必要がある。そ 

のうえで、各事業者が具体的で実現可能性の高い事業計画を作成し、それに沿って事業を展開するこ

とにより、持続的な発展を継続することが可能となる。具体的には、「５．経営状況の分析に関する

こと」で経営分析を行った事業者の５割程度の事業計画策定を目指す。併せて、創業希望者や小規模

事業者持続化補助金・ものづくり補助金などの申請を契機として事業計画の策定を目指す事業所の中

から、実現可能性の高い事業者を選定し、事業計画策定支援につなげていく。また、事業計画策定に

あたっては、「３．地域の経済動向調査」「４．需要動向調査」「５．経営状況の分析」を踏まえ、 

具体的で達成可能な計画となるよう支援する。 

「５．経営状況の分析に関すること」で実施する「経営状況分析の掘り起こしのための活動」を通 
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フォローアップ 

対象事業者（創業） 
３者 ４者 ４者 ４者 ５者 ５者 

頻度(延べ回数) ４２回 ９４回 ９４回 ９４回 １１２回 １１２回 

売上増加事業者数 ２者 ３者 ３者 ３者 ４者 ４者 

利益率１％以上増 

加事業者数 
２者 ３者 ３者 ３者 ４者 ４者 

 

(４)事業内容 

事業計画策定を行った事業者を対象として、担当経営指導員が「事業者名」「事業計画策定年月日」 

「事業計画の概要」「売上・利益」などをまとめた事業計画確認シートを作成し、策定した計画が着 

実に実行されているか定期的かつ継続的にフォローアップを行う。 

その頻度については、事業計画策定２０者のうち、１５者は４半期に１回のフォローアップを実施。 

他の５者に対しては年２回の訪問とする。一方、創業者や事業に支障をきたしている事業者などにつ

いては２ケ月に１回の訪問を実施する。ただし、事業者からの申出等により臨機応変に対応する。 

また、計画の進捗が思わしくなく、事業計画との間にズレが生じていると判断する場合には、他地 

区等の経営指導員等や外部専門家など第三者の視点を必ず投入し、当該ズレの発生要因および今後の

対応方策を検討のうえ、フォローアップ頻度の変更を行う。 

 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 
(１)現状と課題 
当会地区内の小規模事業者の多くはオンラインによる販路開拓等に関心があるものの、「高齢化」、

「知識不足」、「人材不足」等の理由により、ＩＴを活用した販路開拓等のＤＸに向けた取り組みが

進んでおらず、商圏が近隣の限られた範囲に留まっている。また、小規模事業者に対する需要開拓支

援は、各種展示会・商談会への出展を紹介し、周知する程度であった。そのため、需要開拓支援に関

する支援効果の効果測定も行っていない。 

今後、新たな販路開拓にはＤＸ推進が必要であるということを理解・認識してもらい、取り組みを 

支援していく必要がある。同時に地域の小規模事業者が製造および販売する商品・サービス・技術等

を、新たな消費者や販路開拓したい取引先企業等にアピールし、売上・収益の増加に繋げることが最

も重要な支援と位置付ける。そのうえで、販路開拓に意欲のある小規模事業者に対し、地域内外向け

に(国内及び海外向けに)開催する展示会・商談会・即売会等への出展に関する事前支援・事後フォロ

ーを通して、販売促進・販路開拓に繋げて効果的な需要開拓支援を行う。 

 

(２)支援に対する考え方 

当会が独自で展示会等を開催するのは困難なため、首都圏等で開催される既存の展示会への出展を 

目指す。出展にあたっては、経営指導員等が事前に準備するＦＣＰシートの作成や事後の出展支援を

行うとともに、出展期間中には、陳列、接客など、きめ細かな伴走支援を行う。 

ＤＸに向けた取り組みとして、データに基づく顧客管理や販売促進、ＳＮＳでの情報発信、ＥＣサ 

イトの利用等、ＩＴの活用による営業・販路開拓に関するセミナー開催や相談対応を行い、理解度を

高めた上で、導入にあたっては必要に応じてＩＴ専門家派遣等を実施するなど事業者の段階に合った

支援を行う。 
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Ⅱ 経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 
 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

 
(１)現状と課題 

毎年開催される総代会において事業報告を行っているのみである。また、総代会出席者は、当会役 

職員及び会員であり、外部から評価を受ける状況にない。そのため、各事業内容の評価及び検証する

までには至っておらず、その後の事業実施方針等への十分な反映は見られない。 

今後は、事業を客観的に評価し見直すことが不可欠であり、定期的に事業の評価及び見直し等（Ｐ 

ＤＣＡ）を行うための仕組みを構築する必要がある。 

 

(２)事業内容 

当会の正副会長および市担当課長、中小企業診断士、法定経営指導員等をメンバーとする「経営発

達支援事業評価委員会」を設置し、年１回、年度末に事業の実施状況、成果の評価、見直し案の検証

を行う。 

事業評価委員会で作成された評価・見直しの結果については、商工会ＨＰにおいて公表する。評価・ 

改善を行う仕組みとして、ＰＤＣＡサイクルを行う。 

 ①Ｐｌａｎ（評価）  事業評価委員会にて内容を検討し、成果の評価・見直し方針を検討すると 

ともに、今後の目標を設定し、計画を立てる。 

 ②Ｄｏ（実行）    目標に向けた計画に沿って各事業を実施する。 

 ③Ｃｈｅｃｋ（評価） 年度末の事業評価委員会において、計画に沿って行った事業の評価分析を

行う。評価では事業ごとの目標値との差異を分析し、実施状況を定量的に

把握する。 

 ④Ａｃｔｉｏｎ（改善）評価に基づいて事業の改善を行い、次のＰｌａｎへ繋げる。 

 

 

１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

 
(１)現状と課題 

職員の資質向上に関して、茨城県商工会連合会の実施する職員研修会や各ブロック職員協議会が行

う研修会等への参加を中心に対応を図ってきた。しかし、今後、小規模事業者の持続的発展に向けた

経営力強化を支援していくためには、戦略上の意思決定に関与可能な支援能力・実践的なノウハウな

どの習熟能力の向上、職員間の知識共有が不可欠と言える。 

現在は、こうした支援能力向上のための取り組みが体系的・計画的に行われているとはいえず、 

またノウハウ等の共有化についても部分的なものにとどまっている。事業者の課題を的確に把握し、

対応するためにも更なる資質向上を図る。 

 

(２)事業内容 

 ①外部講習会等の積極的活用 

 【経営支援能力向上セミナー】 

   職員（経営指導員及び一般職員等）の支援能力の一層の向上のため、中小企業庁が主催する

「経営指導員研修」及び茨城県商工会連合会主催のテーマ別「職員研修会」に対して、計画的

に職員（経営指導員及び一般職員等）を派遣する。 

 

 【事業計画策定セミナー】 

   当会の事業評価委員会において、事業計画の策定件数増加と、そのための支援能力向上が指

摘されているため、中小企業大学校東京校が実施する「事業計画策定セミナー」への職員（経
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営指導員及び一般職員等）参加を優先的に実施する。 

 

 【ＤＸ推進に向けたセミナー】 

   喫緊の課題である地域の事業者のＤＸ推進への対応にあたっては、職員（経営指導員及び一

般職員）のＩＴスキルを向上させ、ニーズに合わせた相談・指導を可能にするため、下記のよ

うなＤＸ推進取り組みに係る相談・指導能力の向上のためのセミナーについても積極的に参加

する。 

 

  〈ＤＸに向けたＩＴ・デジタル化の取り組み〉 

  ア）事業者にとって内向け(業務効率化等)の取り組み 

   ＲＰＡシステム・クラウド会計ソフト・電子決済システム等のＩＴツール 

オンライン会議対応・情報セキュリティ対策等 

 

  イ）事業者にとって外向け（需要開拓等）の取り組み 

   ホームページ等の活用した自社ＰＲ・情報発信方法、ＥＣサイト構築・運用、オンライン展

示会、ＳＮＳを活用した広報、モバイルオーダーシステム等 

 

  ウ）その他取り組み 

   オンラインによる経営指導、事例のオンライン共有、チャットツール導入等 

 

 【コミュニケーション能力向上セミナー】 

   対話力向上等のコミュニケーション能力を高める研修を実施することにより、支援の基本姿

勢（対話と傾聴）の習得・向上を図り、事業者との対話を通じた信頼の醸成、本質的課題の掘

り下げの実践に繋げる。 

 

 

 【小規模事業者課題設定力向上研修】 

   課題設定に焦点を当て、そのポイントと手順を習得することで、その後に続く課題解決をス

ムーズに行うことを目的とする。 

 

 ②ＯＪＴ制度の導入 

   支援経験豊富な経営指導員と一般職員とがチームを組成し、巡回指導や窓口相談の機会を活

用したＯＪＴを積極的に実施し、組織全体としての支援能力の向上を図る。 

 

 ③職員間の定期ミーティングの開催 

   経営指導員研修会等へ出席した経営指導員等が、研修で得た情報（ＩＴ等の活用方法や具体

的なツール等）についての提供する機会を設けるため、定期的なミーティング（毎朝の朝礼）

を開催し意見交換等を行うことで、職員の支援能力の向上を図る。 

 

 ④データベース化 

   担当経営指導員等が基幹システムや経営支援システム上のデータ入力を適時・適切に行い、

支援中の小規模事業者の状況等を職員全員が相互共有できるようにすることで、担当外の職員

でも一定レベル以上の対応ができるようにする。 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 

必要な資金の額 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 

 

〇セミナー開

催費 

 

〇需要開拓支

援事業費 

 

〇職員資質向

上研修費 

 

1,500 

 

 

600 

 

 

400 

1,500 

 

 

600 

 

 

400 

1,500 

 

 

600 

 

 

400 

1,500 

 

 

600 

 

 

400 

1,500 

 

 

600 

 

 

400 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費、手数料収入、国補助金、県補助金、市補助金等 

 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


